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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 16,651 △9.0 1,906 △20.0 1,944 △19.0 1,125 △20.6
22年3月期第2四半期 18,305 △0.7 2,383 5.3 2,401 3.3 1,416 2.8

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 105.60 ―
22年3月期第2四半期 132.96 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 25,091 20,282 80.8 1,903.38
22年3月期 25,146 19,658 78.2 1,844.82

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  20,282百万円 22年3月期  19,658百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 32.50 ― 32.50 65.00
23年3月期 ― 32.50
23年3月期 

（予想）
― 32.50 65.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 36,000 △1.8 4,400 0.7 4,450 1.1 2,600 1.4 243.99



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示
方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている将来の業績に関する見通しならびに計画、戦略、目標などは、当社が現在入手している情報および合理的と判断する一定の前
提に基づいております。予想に内在するさまざまな不確定要因やこの後の事業運営における内外の状況変化等により、実際の業績は見通しと異なる場合
があります。 
 業績予想の利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）P.5「(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.6「2.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  10,656,000株 22年3月期  10,656,000株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  195株 22年3月期  127株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  10,655,850株 22年3月期2Q 10,655,934株
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※当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料につ

いては、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成22年10月22日（金）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会 

  

※上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けに適宜、事業・業績に関する説明会

を開催しています。開催の予定等については、当社ホームページをご確認ください。 

○添付資料の目次

-1-

パナソニック電工インフォメーションシステムズ㈱（4283）　平成23年3月期第2四半期決算短信



当第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日～平成22年9月30日）におけるわが国経済は、新興国経済

の成長にともなう輸出や生産の伸長、猛暑による特需やエコカー補助金終了前の駆け込み需要などによ

り、緩やかな回復基調のもとで推移いたしました。一方、長引く円高がもたらす輸出競争力の低下、米

国・中国の景気の先行き懸念、国内における景気対策効果の一巡などから、持続した回復に向けては不

透明感が増しております。 

 情報サービス産業では、企業の設備投資に下げ止まりの傾向が見え始めたものの、依然としてIT投資

抑制傾向は続いていることから、厳しい状況のまま推移いたしました。 

 このような事業環境において当社グループは、2010年度を初年度とする中期経営計画を策定し、あわ

せて2012年経営ビジョン「Move to Delight―“満足”を超え、感動をめざして―」を掲げました。当

社グループは、この中期経営計画のもと「パナソニック電工グループ外への売上比率35％の達成に向け

た展開の強化」「重点顧客とのパートナーシップ強化」「新事業・新技術育成投資と連結売上高営業利

益率12％台維持の両立に向けた経営体質強化」の3テーマに取り組んでおります。 

  

 
  

当第2四半期連結累計期間におきましては、サービス提供価格の下落など厳しい事業環境を念頭に

おきつつも、中期経営計画達成に向けた基盤整備として営業力強化ならびに開発体制の充実に取り組

みました。具体的には、首都圏拠点を移転・拡張し、営業・開発体制を充実いたしました。また、お

客さまの「最良・最適」を実現する商品・サービス・ソリューションの提供に努めました。 

 しかしながら、当第2四半期連結累計期間の売上は、166億5千1百万円（前年同期比9.0%減）と、期

初の計画通りではあるものの前年同期を下回りました。 

 利益につきましても、継続したコストの削減に加え、投資有価証券の売却にともなう特別利益を計

上いたしましたが、減販にともなう影響や首都圏拠点の移転にともなう特別損失の計上などから、前

年同期を下回る結果となりました。 

  

 【参考】 当第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日～平成22年9月30日）  

 
  

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

①当第2四半期連結累計期間における当社グループの経営成績

前第2四半期
連結累計期間
（百万円）

当第2四半期
連結累計期間
（百万円）

比較増減  
（％）

売  上  高 18,305 16,651 △9.0

営  業 利  益 2,383 1,906 △20.0

経 常 利 益 2,401 1,944 △19.0

四半期 純利益 1,416 1,125 △20.6

前第2四半期
連結会計期間
（百万円）

当第2四半期
連結会計期間
（百万円）

比較増減  
（％）

売  上  高 9,577 8,918 △6.9

営  業 利  益 1,332 1,164 △12.6

経 常 利 益 1,348 1,185 △12.1

四半期 純利益 784 727 △7.3
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   取り扱い品目別売上高及び売上高総利益率 

 
  

売上高は111億7千2百万円（前年同期比5.1％減）、売上高総利益率は19.9％（前年同期は

22.7％）となりました。 

 厳しい経済環境のなか、サービス提供価格の下落が続いた結果、売上高・売上高総利益率ともに

前年同期を下回る結果となりました。 

  

売上高は27億9百万円（前年同期比27.2％減）、売上高総利益率は22.5％（前年同期は17.5％）

となりました。 

 システム構築案件では、大手住宅メーカーの基盤システム、大手通信会社のWebシステム、大手

製造業のERPシステムなどを受注いたしました。また、自社開発ソフト・パッケージでは、ワーク

フローパッケージなどが売上に寄与いたしました。 

 しかしながら、パナソニック電工向けシステム構築の大型案件が昨年度第2四半期で完了してお

り、その影響もあって減収となりました。 

 売上高総利益率につきましては、徹底したコストの抑制に努め、前年同期を上回る結果となりま

した。 

  

売上高は27億6千9百万円（前年同期比1.4％減）、売上高総利益率は17.7％（前年同期は

19.0％）となりました。 

 データ連携ミドルウエアなどの市販ソフト販売やデータバックアップ・サーバセットアップなど

の設定作業は好調に推移したものの、機器更新の先送りや買い控えの影響で、第1四半期における

サーバなどのシステム機器販売が低調だったことなどが影響し、減収となりました。 

 売上高総利益率につきましては、事業の選択と集中を進めるとともに、高付加価値商品の販売に

特化した結果、前年同期は下回ったものの高水準を維持いたしました。 

  

②当第2四半期連結累計期間における取り扱い品目別の状況

前第2四半期
連結累計期間  

当第2四半期
連結累計期間  売上高 

比較増減 
（％）

売上高
総利益率
ポイント

差異  売上高
（百万円）

売上高
総利益率 
（％）

売上高
（百万円）

売上高
総利益率 
（％）

a.システムサービス 11,773 22.7 11,172 19.9 △5.1 △2.8

b.システムソリューション 3,724 17.5 2,709 22.5 △27.2 5.0

c.システム機器・通信機器関連 2,807 19.0 2,769 17.7 △1.4 △1.3

    合    計 18,305 21.1 16,651 20.0 △9.0 △1.1

a.システムサービス

b.システムソリューション

c.システム機器・通信機器関連
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当第2四半期連結会計期間末の資産は前連結会計年度末に比べ5千4百万円減少し（前期末比0.2％

減）、250億9千1百万円となりました。これは主に、流動資産で受取手形及び売掛金が12億4千6百万円

減少したこと、工事未収入金が3億3千8百万円増加したこと、預け金が4億3千万円増加したこと、その

他が前払費用等で3億6千9百万円増加したこと、投資その他の資産で投資有価証券が3億3千9百万円減少

したこと、前払年金費用が1億3千8百万円増加したこと、その他が長期前払費用等で2億4千万円増加し

たことによるものであります。 

 負債は前連結会計年度末に比べ6億7千8百万円減少し（前期末比12.4％減）、48億9百万円となりまし

た。これは主に、流動負債で支払手形及び買掛金が3億7千6百万円減少したこと、未払法人税等が1億2

千5百万円減少したこと、未払金が3億3千5百万円減少したことによるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ6億2千3百万円増加し（前期末比3.2％増）、202億8千2百万円とな

りました。これは主に、利益剰余金が7億7千8百万円増加したこと、その他有価証券評価差額金が1億5

千4百万円減少したことによるものであります。 

  

当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は45億3千8百万円となり、前第2四半期末

に比べ4億4千7百万円減少いたしました。 

14億6千7百万円の収入（前年同期比10億1千7百万円減）となりました。 

 主な要因は、税金等調整前四半期純利益19億3千6百万円、減価償却費6億8千7百万円、売上債権

の減少9億8百万円、その他流動資産の増加3億6千8百万円、仕入債務の減少3億7千6百万円、法人税

等の支払7億7千4百万円であります。 

12億8千2百万円の支出（前年同期比2億9千7百万円増）となりました。 

 主な要因は、有形固定資産の取得による支出5億5千8百万円、ソフトウエアの取得による支出2億

2千6百万円、投資有価証券の売却による収入1億4千8百万円、東京オフィス移転に伴う支出1億9千1

百万円、旧東京オフィス敷金返還による収入1億2千9百万円であります。 

4億5百万円の支出（前年同期比7千5百万円減）となりました。 

 主な要因は、配当金の支払3億4千6百万円であります。 

上記営業活動及び投資活動の結果、1億8千4百万円の収入となりました。 

  

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

①資産、負債、純資産の状況

②キャッシュ・フローの状況

a.営業活動によるキャッシュ・フロー

b.投資活動によるキャッシュ・フロー

c.財務活動によるキャッシュ・フロー

d.フリーキャッシュ・フロー
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長引く円高がもたらす輸出競争力の低下、世界経済の減速や国内の政策効果の息切れなどから景気の

先行きは不透明感を増しております。また、パナソニック株式会社によるパナソニック電工株式会社な

らびに三洋電機株式会社の完全子会社化が実施されます。これらの状況が当社グループの今後の業績に

与える影響について、現時点において予測することは困難であるため、平成22年4月23日発表の業績予

想を変更しておりません。 

  

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

見通しに関するリスク情報 
  
業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。 
その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。リスク、不確
実性及びその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されておりますので、ご参照ください。 
  
・ 日本市場の経済状況及び製品・サービスに対する需要の急激な変動 
・ 産業界の需要動向 
・ 原材料等の供給不足・供給価格の高騰 
・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 
・ 当社グループが他企業と提携・協調する事業の動向 
・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 
・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 
・ 保有する投資有価証券等の資産の時価や繰延税金資産等の資産の評価、その他会計上の方針の変更 
・ 地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与えうる可能性のある要素
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該当事項はありません。 

  
  

該当事項はありません。 

  
  

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年3月31日）を適用しております。これによる影響はありません。 

  

②重要な減価償却資産の減価償却の方法及び残存価額の見積りの変更 

当社グループは、従来、建物以外の有形固定資産のうち、工具、器具及び備品については定率法で

行っておりましたが、当第1四半期連結会計期間から定額法を用いることに変更いたしました。 

 これは、当社グループにおける有形固定資産の使用実態を調査した結果、定額法を採用した方が

使用実態とより整合した費用配分を行えるものと判断したためであります。 

 また、減価償却後の有形固定資産について除却時点の価値を検討した結果、除却時の附帯費用等

を勘案すると売却から得られるキャッシュ・フローは僅少であり、残存価額を、従来の取得価額の

5％に変えて備忘価額の1円とすることが、より経営の実態を表していると判断し、変更することと

いたしました。 

 この減価償却の方法の変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第2四半期連結累計期間の

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ168百万円増加しました。また、残存

価額の見積りの変更による影響はありません。 

  

③表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸

表規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用に伴い、当第2四

半期連結累計期間及び当第2四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目

を表示しております。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 326 388

受取手形及び売掛金 4,665 5,912

工事未収入金 882 543

たな卸資産 195 143

繰延税金資産 236 264

預け金 12,315 11,884

その他 656 286

貸倒引当金 － △1

流動資産合計 19,279 19,423

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 728 736

工具、器具及び備品（純額） 1,913 1,722

リース資産（純額） 329 154

建設仮勘定 167 565

有形固定資産合計 3,138 3,177

無形固定資産   

ソフトウエア 486 421

リース資産 98 119

その他 362 311

無形固定資産合計 948 852

投資その他の資産   

投資有価証券 451 790

繰延税金資産 37 43

前払年金費用 743 605

その他 520 279

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 1,725 1,692

固定資産合計 5,812 5,722

資産合計 25,091 25,146
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,847 2,223

未払法人税等 665 791

未払金 984 1,320

未払費用 378 340

未払消費税等 37 117

預り金 1 3

賞与引当金 215 196

役員賞与引当金 3 10

その他 255 193

流動負債合計 4,389 5,196

固定負債   

長期預り金 46 47

繰延税金負債 76 67

その他 296 176

固定負債合計 420 291

負債合計 4,809 5,488

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 18,246 17,467

自己株式 △0 △0

株主資本合計 20,157 19,378

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 125 279

評価・換算差額等合計 125 279

純資産合計 20,282 19,658

負債純資産合計 25,091 25,146
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 18,305 16,651

システムサービス売上高 11,773 11,172

システムソリューション売上高 3,724 2,709

システム機器・通信機器関連売上高 2,807 2,769

売上原価 14,443 13,329

システムサービス売上原価 9,096 8,949

システムソリューション売上原価 3,074 2,100

システム機器・通信機器関連売上原価 2,272 2,279

売上総利益 3,861 3,322

販売費及び一般管理費 1,477 1,415

営業利益 2,383 1,906

営業外収益   

受取利息 41 35

受取配当金 3 5

その他 2 5

営業外収益合計 47 46

営業外費用   

支払利息 4 5

その他 24 2

営業外費用合計 29 8

経常利益 2,401 1,944

特別利益   

固定資産売却益 － 3

投資有価証券売却益 － 71

特別利益合計 － 75

特別損失   

投資有価証券売却損 － 2

東京オフィス移転費用 － 80

特別損失合計 － 83

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,936

法人税、住民税及び事業税 892 662

法人税等調整額 91 149

法人税等合計 983 811

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,125

少数株主利益 1 －

四半期純利益 1,416 1,125
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,577 8,918

システムサービス売上高 5,809 5,552

システムソリューション売上高 2,325 1,683

システム機器・通信機器関連売上高 1,442 1,683

売上原価 7,537 7,097

システムサービス売上原価 4,389 4,360

システムソリューション売上原価 2,000 1,317

システム機器・通信機器関連売上原価 1,147 1,419

売上総利益 2,039 1,820

販売費及び一般管理費 707 656

営業利益 1,332 1,164

営業外収益   

受取利息 20 17

その他 1 6

営業外収益合計 21 23

営業外費用   

支払利息 2 2

その他 2 0

営業外費用合計 5 2

経常利益 1,348 1,185

特別利益   

投資有価証券売却益 － 71

特別利益合計 － 71

特別損失   

東京オフィス移転費用 － 19

特別損失合計 － 19

税金等調整前四半期純利益 1,348 1,237

法人税、住民税及び事業税 600 351

法人税等調整額 △36 159

法人税等合計 564 510

少数株主損益調整前四半期純利益 － 727

少数株主利益 0 －

四半期純利益 784 727
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,936

減価償却費 602 687

東京オフィス移転費用 － 80

固定資産売却損益（△は益） － △3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1

受取利息及び受取配当金 △45 △40

支払利息 4 5

投資有価証券売却損益（△は益） － △69

売上債権の増減額（△は増加） 955 908

たな卸資産の増減額（△は増加） △41 △52

その他の流動資産の増減額（△は増加） △183 △368

前払年金費用の増減額（△は増加） △120 △138

仕入債務の増減額（△は減少） △120 △376

その他の流動負債の増減額（△は減少） △181 △235

その他の固定負債の増減額（△は減少） △4 △11

その他 1 △115

小計 3,270 2,206

利息及び配当金の受取額 50 42

利息の支払額 △4 △5

法人税等の支払額 △830 △774

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,485 1,467

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預け金の預入による支出 △3,700 △4,200

預け金の払戻による収入 3,700 3,700

有形固定資産の取得による支出 △767 △558

ソフトウエアの取得による支出 △163 △226

投資有価証券の売却による収入 － 148

東京オフィス移転に伴う支出 － △191

旧東京オフィス敷金返還による収入 － 129

その他 △54 △85

投資活動によるキャッシュ・フロー △985 △1,282

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △28 △59

配当金の支払額 △452 △346

財務活動によるキャッシュ・フロー △481 △405

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,018 △220

現金及び現金同等物の期首残高 3,967 4,759

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,986 4,538
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  当第2四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号 平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第20号 平成20年3月21日）を適用しております。 

  

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。 

したがいまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

（追加情報）

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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当第2四半期連結累計期間における受注高及び受注残高の状況は、次のとおりであります。 

①受注高 

 
（注） 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2． システム機器・通信機器関連の受注高につきましては、「情報関連工事」のみ記載しておりま

す。 

  

②受注残高 

 
（注） 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2． システム機器・通信機器関連の受注残高につきましては、「情報関連工事」のみ記載しておりま

す。 

  

当第2四半期連結累計期間における主な相手先別の販売実績は、次のとおりであります。 

 
（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

4. 補足情報

(1) 受注の状況

前第2四半期
連結累計期間 
（百万円）

当第2四半期 
連結累計期間 
（百万円）

比較増減
（％）

システムサービス 11,809 11,117 △5.9

システムソリューション 2,845 3,200 12.5

システム機器・通信機器関連 110 88 △20.2

合    計 14,766 14,406 △2.4

前連結会計期間末
（百万円）

当第2四半期 
連結会計期間末 
（百万円）

比較増減
（％）

システムサービス 852 798 △6.4

システムソリューション 1,564 2,056 31.4

システム機器・通信機器関連 1 9 707.2

合    計 2,418 2,864 18.4

(2) 販売実績

前第2四半期
連結累計期間

当第2四半期 
連結累計期間 比較増減

（％）金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比 
（％）

パナソニック電工グループ 13,351 72.9 11,858 71.2 △11.2

パナソニック電工グループ外 4,953 27.1 4,793 28.8 △3.2

合      計 18,305 100.0 16,651 100.0 △9.0
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